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議案第１２７号関係 
 
 

任期付研究員制度の概要（地方公共団体の一般職の任期付研究員の採用等に関する法律） 
 

（１） 法の趣旨 

   公設試験研究機関において、公務部内では得られにくい専門的な知識経験等を有する外部人材を積極

的に受け入れ、研究者の相互の交流を推進することにより、研究活動の活性化を図り、もって地域振興

に資することを目的に、地方公務員について、条例で定めるところにより、公設試験研究機関の研究業

務に任期を定めて採用できるようにするため。 

 

（２） 任期付研究員及び任期付職員の根拠法令と種類 

根 拠 法 令 
任期付の種類 

（根拠条文） 
採用できる場合 

地方公共団体の一般職の

任期付研究員の採用等に

関する法律 
(以下「任期付研究員法」という。）

招へい研究員 

（第３条第１項第１号） 公設試験研究機関において専門的な知識経

験等を有する人材を受け入れ、研究業務に従

事させる場合 若手研究員 

（第３条第１項第２号）

地方公共団体の一般職の

任期付職員の採用に関す

る法律 

(以下「任期付職員法」という。) 

特定任期付職員 

（第３条第１項） 

高度の専門的な知識経験と優れた識見が必

要な職がある場合 

一般任期付職員 

（第３条第２項） 

専門的な知識経験を有する人材の確保に時

間を要したり、有効に活用できる期間が限ら

れている場合 

拡大任期付職員 

（第４条第１項第１号） 

一定の期間内に終了することが見込まれる

業務及び一定の期間内に限り業務量の増加

が見込まれる業務に従事させる場合 

地方公務員の育児休業等

に関する法律 

育児休業代替任期付職員 

（第６条第１項第１号） 

育児休業の請求があり、配置換えその他の方

法で当該請求職員の業務を処理することが

困難である場合 

 

 ※ 本市では、任期付職員法に基づき、平成１６年に「川崎市任期付職員の採用及び給与の特例に関す

る条例」を制定し、任期付職員制度を運用しているが、任期付研究員法第７条において、研究業務に

従事する職員については、任期付職員法の規定は適用しないと定められていることから、任期付研究

員法に基づく条例を制定する必要がある。 

 

 

 
 

 
 

（３） 任期付研究員の種類 

 招 へ い 研 究 員 若 手 研 究 員 

要 件 

(1) 研究業績等により当該研究分野にお

いて特に優れた研究者と認められてい

る者 

(2) 当該研究分野に係る高度の専門的な

知識経験を必要とする研究業務に従事 

 

(1) 独立して研究する能力があり、研究

者として高い資質を有すると認められ

る者 

(2) 当該研究分野における先導的役割を

担う有為な研究者となるために必要な

能力のかん養に資する研究業務に従事 

採用の方法 

任命権者が選考により採用 

（人事委員会の承認が必要） 

任命権者が研究業務及び選考の手続を定

めた採用計画に基づき採用 

（採用計画は人事委員会に協議する。） 

任 期 

原則５年以内 

（研究業務の性質上特に必要がある場合

は７年（プロジェクト研究の場合は10年）

以内） 

原則３年以内 

（研究業務の性質上特に必要がある場合

は５年以内） 

 

任期の更新 

採用の日から５年を超えない範囲 

（特に必要がある場合として７年又は10

年までの任期を定めることが認められた

ときは、７年又は10年を超えない範囲） 

採用の日から３年を超えない範囲 

（特に必要がある場合として５年までの

任期を定めることが認められたときは５

年を超えない範囲） 

勤務時間 

の特例 

裁量勤務制によることができる。 

（研究業務の能率的な遂行のため必要であ

ると認める場合） 

 

 

 ※ 給与については、地方公務員法第２４条第６項に基づき条例で定めることとなるが、任期付研究員

制度の運用に関する自治省通知により、国家公務員の任期付研究員の給与に準じた措置を講ずること

とされている。 

 

（４） 条例が制定された場合の採用が想定される部署 

   本市が、環境の総合的な研究を行う拠点として殿町３丁目地区に設置する川崎市環境総合研究所では、

「都市と産業の共生」を目指した新たな研究に取り組むことを予定している。こうした研究について専

門的な知識経験等を有する者を平成２５年４月から任期付きで採用することにより、社会状況の変化に

的確に対応できる柔軟で先進的な研究環境の醸成を図る。 

任期付研究員制度の概要（地方公共団体の一般職の任期付研究員の採用等に関する法律） 

資料  


